
＜事例一覧＞ 

※下記は「とくし丸」の取り組みの一部です。
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事例２：移動スーパー「とくし丸」1200 台に迫る デジタル活用も 

事例３：東京・青山で買物難民、スーパー撤退「肉が買えない」 

事例４：「売りすぎず」で全国制覇 移動スーパー・とくし丸 

事例５：移動スーパー地域に一躍、高齢者見守り 

事例１ 

買い物難民の発生を防ごう 高齢者を支える移動スーパー 

日経新聞（食の進化論）：2023年 10月 7日 5:00

スマホで買い物をするのが当たり前の時代だからこそ、売り手と買い手がじかに接する対面販売の意義

が鮮明になる。そんな事例を紹介したい。 

神奈川県伊勢原市にあるイトーヨーカドー伊勢原店。開店前に訪ねると、搬入口に 1台の軽トラが止まっ

ていた。荷台にコンテナが設置してあり、商品を並べるたくさんの棚や冷蔵庫が中にある。 

スタッフが店内から商品を次々に運んできて、棚に丁寧に並べていく。野菜や果物、菓子などの加工食

品、総菜、さらに日用品まで多種多様。コンテナがいっぱいになると、住宅街に向けて出発した。 

この日、軽トラが向かった先のひとつは、周

りにコンビニがない住宅街の一角。所定の

場所に停車し、販売員がコンテナを開ける

と、びっしり詰まった商品が現れた。すると

近くの家から、数人の買い物客が集まって

きた。 

毎回 4000円程度買うという 70代の女性に

話を聞いた。「（店舗に）買い物に行ってつ

いたくさん買っちゃうと、後で体の具合が少

し悪くなる」。これに対し、移動スーパーは

「来てくれるので、とても便利」という。 

とくし丸の豊富な品ぞろえ 



コミュニケーションの場にも 

この買い物は、近所の人と言葉をかわす機会にもなる。「みんなで話をしながら買い物ができるので、す

ごく楽しい」。短い時間ではあるが、地域にとって貴重なコミュニケーションの場にもなっているのだ。 

運んで来る商品には、運転手兼販売員の太田三枝さんが店と相談しながら見つくろったものと、客が注

文したものがある。太田さんは「お客さんによって何が売れるかを考えながら、品ぞろえを決めている」と

話す。 

顧客との間で交流も生まれている。太田さんが「夏バテしちゃった」と話したときは、ある客が自分でつくっ

た漬物を差し入れしてくれた。こうした「顔の見える関係」は顧客のニーズをつかむうえでもプラスに働い

ている。 

高齢化が進むのに伴い、シニア層の買い物を社会でどう支えるかが課題になっている。以前は楽に通え

た店舗が、歩いて行くには遠く感じるようになる。運転免許証を返納すれば、車で行くこともできなくなる。 

 

移動スーパー「とくし丸」の販売パートナーの太田三枝さん（神奈川県伊勢原市） 

たとえ店に行くことはできても、広々とした店内にある膨大な数の商品から何を買うかを決めるのに困難

を感じることもある。ネットで買い物をしようと思っても、スマホを扱うのに不慣れな人も少なくない。 

そんな課題を解決するのを目的に、とくし丸は 2012年に創業した。同社が選んだ手法は、買い手が売り

手とじかに接してきめ細かく需要を把握し、「買い物難民」が発生するのを防ぐインフラとなる移動スーパ

ーだった。 

サービスを担っているのは、運転手と販売員を兼ねる「販売パートナー」。そのほとんどは個人事業主の

立場で配達を請け負っており、一部はスーパーの職員が手がけている。太田さんは前者のケースだ。 

専用の軽トラには、約 400品目を 1200点余り積むことができる。まずとくし丸が販売のノウハウを提供

し、品ぞろえのひな型を提示。それを踏まえて、販売パートナーが顧客のニーズに合わせてカスタマイズ

していく。 



 

とくし丸のマーク 

売れ残った商品は、検品を経てスーパーで売り直す。専用車には冷蔵庫や保冷ボックスなどを設置し、

食品が傷むのを防いでいる。安全な食品を消費者に届けるとともに、売れ残ったときのリスクを販売パー

トナーに負わせないための工夫でもある。 

1台当たりで約 150人の客を担当し、1日で 15〜20 カ所程度を訪ねることが多い。今回取材したケース

は 1 カ所に数人が集まっていたが、求めに応じて各家庭にも届ける。玄関先がミニスーパーになるわけ

だ。 

このネットワークを生かし、スーパーと自治体が「見守り協定」を結ぶこともある。高齢者の異変に気づい

たり、支援が必要な人がいたりした場合、介護や医療の相談窓口である地域包括支援センターなどに連

絡する。 

専用車の数は現在約 1150台。とくし丸の佐藤禎之取締役は「買い物弱者の解消に向けて、4000台まで

増やしていきたい」と話す。 

スマホの普及は買い物を飛躍的に便利にした。だが豊富な品ぞろえをじかに見て、販売員と会話をかわ

しながら買い物をすることには、ネットを通した消費では得られない楽しさがある。高齢化社会で移動スー

パーが果たす役割は大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 



事例２ 

移動スーパー「とくし丸」1200 台に迫る デジタル活用も 

日経 MJ：2023年 7月 29日 2:00  

 

とくし丸は団地の広場や個人宅の玄関先などを巡る（千葉県八千代市） 

移動スーパーを展開する「とくし丸」（徳島市）の稼働車両が 1200台に迫っている。47都道府県の約 140

社のスーパーに仕組みを提供し、販売は個人事業主の運転手に任せる手法で都市部でも浸透。買い物

弱者と呼ばれる高齢者の「命綱」として独走する。運転手の支援も充実させながら販売にとどまらないサ

ービスも計画している。 

鮮魚から雑貨まで 

6月、千葉県八千代市の団地に「とくし丸」と書かれた軽トラックが音楽を流しながら現れた。荷台の冷蔵

庫付き陳列棚に野菜や鮮魚、肉といった生鮮品から総菜、パン、菓子、雑貨まで約 400品目、1000点以

上が積み込まれている。 

「チキンカツも持ってきました」「おいしそうね」。運転手の川城欣也さん（56）が客と雑談しながら会計もこ

なす。雨が降れば傘を持ってあげる気配りも欠かさない。「近くのスーパーがなくなり不便になったので助

かる」と常連の女性（75）。ここでは、近隣に住む数人のボランティアが接客や買い物袋を家まで運ぶのを

手伝っていた。 



スーパーは人手やノウハウの不足から移動販売を自力で始めるのは簡単ではない。とくし丸は提携スー

パーにブランドとノウハウを提供する。個人事業主の運転手「販売パートナー」を募り、スーパーが商品を

提供して販売業務を委託する。 

川城さんは京成ストア（千葉県市川市）が運営する「リブレ京成 八千代台ユアエルム店」（同県八千代

市）の商品を扱い、数キロメートル圏内の住宅の玄関先や団地、高齢者施設を回る。週 5日稼働して同じ

場所を同 1〜2回訪ね、見守りの役割も果たしている。 

仕事は朝 7時前から始まり、店頭から商品を選んで積み込む。この準備に 3時間ほどかかる。定番をそ

ろえつつ、飽きないよう客の好みを思い浮かべながら変化させる。「自らの目利き次第で売れ、笑顔が返

ってくる」。不動産会社から約 3年前に転身した川城さんはやりがいを感じている。 

 
運転手の川城さんは早朝から店頭の商品を自らの目利きで選び出して積み込む作業に 3時間ほどかける 

時には要望がある総菜を積んだり、農具など通常扱わない商品を届けたりする「御用聞き」もする。ただ

ネットスーパーや生活協同組合（生協）の宅配などと違い注文品を届けるサービスではない。その場で手

に取り選んでもらうのが真骨頂だ。 

「選ぶ楽しさ」提供 

とくし丸の新宮歩社長は「買い物の楽しさを提供する」と狙いを話す。 

とくし丸は 2012年創業。オイシックス・ラ・大地が 16年に

買収し、20年にとくし丸創業者の住友達也氏からオイシ

ックスの新宮氏が社長を引き継いだ。導入先はイトーヨー

カ堂や天満屋ストアなど全国に広がる。 

成長を支えるのが独自の仕組みだ。スーパーは 1台あ

たり開業時の 50万円の契約料と毎月 3万円の月額利

用料をとくし丸に払えば、自前で運転手を抱える必要が

ない。運転手は車両導入費や燃料代などを負担するが、

売り上げの 2割弱が取り分で平均年収は 500万〜550万円に達する。売れ残った生鮮品などは店に返

すことができる。 



商品ごとに販売手数料として税別 10〜20円を上乗せして販売しこの上乗せ分をわけあっている。 

徹底した需要調査も強みだ。開業前に 1 カ月以上かけて数千件を訪問してニーズを探るだけに 1台の平

均日販は 10万円を超える。70〜80歳代を中心とする約 17万人の高齢者が利用し、年間流通総額は

300億円に迫る。 

 

今年 6月末に 1133台に達した車両と共に増える運転手の質を保つため、研修など教育機会の充実に

力を注ぐ。「アナログの良さを生かすためデジタルも活用する」（新宮社長）方針で、購買履歴など顧客情

報を整理できる販売支援アプリを試験中だ。ネットを使う高齢者の増加を見越し、今後は一部で電子商取

引（EC）を取り入れることも検討する。生活支援など新サービスの準備も進めている。買い物弱者は推定

800万人以上いる。解消に近づけるために車両を 4000〜5000台規模に増やしていく考えで、運営に磨き

をかける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事例３ 

東京・青山に買い物難民、スーパー撤退「肉が買えない」 

日本経済新聞：2023年 9月 22日 2:00  

 

肉や野菜が手に入らない――。人口減や経

営難で地域のスーパーが閉店し、「買い物難

民」となる高齢者が相次いでいる。深刻な事

態は地方だけでなく、東京や大阪など都心部

にも忍び寄る。栄養不足による健康への影響

も懸念され、自治体は移動販売の導入など

打開策を模索する。 

生鮮品を求め、住民の多くが移動販売を利用する 

（8月、東京都港区） 

 

「もう生鮮品を気軽に買えない」。鳥取県の中山間地にある八頭町の女性（90）が途方に暮れる。自宅か

ら徒歩圏にある唯一のスーパーが 7月末に閉店したためだ。隣町に買い物に出るには車で約 30分かか

る。冬場は雪が積もる日もあり、「車の運転は怖い」と話す。 

スーパーを運営する地元企業は事業の撤退を決定し、同町を含め全 9店舗の営業を 9月末までに終え

る。一部は他企業に引き継がれる見込みだが、住民への影響は少なくない。県は 4月に専門部署を設

置。補正予算に約 1億円を計上するなどして、各市町村に支援の検討を促す。 

農林水産省などによると、買い物難民は①自宅からスーパーなどへの距離が 500 メートル以上②車を利

用できない 65歳以上――などと定義される。 

都心部の住民にとっても無縁ではない。 

東京メトロ表参道駅（東京・港）から徒歩数分の 20階建て「都営北青山三丁目アパート」。8月中旬の午

前 6時過ぎ、住民の高齢者ら十数人が敷地内の一角に集まった。 

目当ては移動販売車が運ぶ野菜や果物だ。これまでに近隣のスーパー2店が閉店し、徒歩で行けるの

は主に小型の高級食品店。歩行器を使って移動販売を訪れる女性（87）は「年金暮らしで手が届かない」

と嘆く。 

自治会長の片山秀幸さん（74）によると、住民の約 7割が高齢者。買い物の機会を確保しようと東京都な

どと交渉した結果、週 2回、青果店の移動販売を受けるようになった。 



都によると、移動販売車が訪問する都営住宅はここ 2〜3年で急増した。8月時点で約 90 カ所、うち 6割

が 23区内に集中する。インターネット通販などもあ

るが、「現物を手に取って選びたい」との声は根強

い。 

人口減などを背景に全国のスーパー店舗数は減少

が続く。総務省の 21年の調査によると、食料品を扱

う小売業者数は約 2万 3000業者、約 10年で 2割

減った。都心部ではドラッグストアなどとの競合でス

ーパーが閉店するケースも目立つ。 

高層の都営住宅前で行われた移動販売を多くの住民が利用した 

（8月、東京都港区） 

反比例する形で、買い物難民は右肩上がりの傾向にある。 

農林水産政策研究所の推計では 15年時点で約 824万人、10年前

より約 2割増えた。中でも東京、名古屋、大阪の三大都市圏は約

377万人と全体の 45%を占め、約 4割増加した。同研究所は人口推

計を踏まえ、25年には全国で約 871万人まで膨らむと予測する。 

早稲田大学の浅川達人教授（都市社会学）は「野菜の物々交換や車

の乗り合いなどの習慣が残る地方に比べ、都心部はつながりが希

薄。スーパーの撤退によって途端に生活が立ち行かなくなる」と指摘

する。 

買い物アクセスが困難になれば、健康への影響も出かねない。「保

存しやすい炭水化物ばかりの食事になり、栄養が偏る。外出も減り、

社会的な孤立がさらに進む」と警鐘を鳴らす。 

解決策をどう見いだすか。 

買い物「空白地」を埋めようと、移動販売の導入が進む。移動スーパーを展開する「とくし丸」（徳島市）は

現在、国内各地で 1100台以上を走らせる。鳥取県など、移動販売に補助金を出す自治体もある。 

日本の人口減少のペースが加速化するなか、神戸国際大学の中村智彦教授（地域経済論）は「買い物

難民は次のフェーズに入り、都市部で増える可能性が高まった」と強調。その上で「移動販売を導入した

事例などを参考に、行政と地域が一体となって解決策を探る必要がある」と話す。 

ドローンや宅配ロボットの活用も 買い物支援、各地で模索 

買い物難民を巡っては、ドローン（小型無人機）や宅配ロボットを使って食品や日用品を運ぶ取り組みが、

過疎地などで動きつつある。国も補助金を支給するなど対策を後押しする。 

福井県敦賀市は 2022年 10月、山間部の愛発地区でドローンを使った支援策を始めた。 



住民はインターネットを通じ、市街地のスーパーに生鮮食品などを注文。ドローンが事前に取り決めた経

路に沿って受取場所まで空輸する仕組みだ。自動操縦で、重さ 5キロまで運べる。 

宅配ロボットを活用する試みもある。和歌山県すさみ町は同年 9月、公共施設から高齢者宅まで、小型

ロボットで荷物を運搬する実証実験を行った。物流拠点などからドローンで役場前に運んだ後、残った距

離を補う狙いという。 

同町の高齢化率は約 5割。同町の担当者は「コスト面の課題はあるが、次世代技術の実用化に向けた

検討を進めたい」と語る。 

 

事例４ 

「売り過ぎず」で全国制覇 移動スーパー・とくし丸 

日経ビジネス：2021年 3月 22日 2:00  

2012年に徳島県で創業した移動スーパーのとく

し丸（徳島市）が 20年、全国 47の都道府県へ

の進出を達成した。地域のスーパーの加盟を募

り、実際の販売はドライバーが個人事業主とし

て担当。店頭の価格に 10円上乗せし、スーパ

ーとドライバーで 5円ずつ分け合う「+10円ルー

ル」など、バランスのいい収益配分モデルが功

を奏している。 

客に商品を売り過ぎない、既存の個人商店の商

圏には立ち入らない──。そんな配慮で成長を続けている移動スーパーがとくし丸だ。徒歩圏内に店舗

がなく「買い物難民」となっているシニア層がターゲットで、2012年に住友達也氏が徳島県で創業。14年

に初めて県外へ進出し、創業から 8年で 47すべての都道府県に 700台を超える軽トラックを走らせるよ

うになった。16年には野菜宅配のオイシックス・ラ・大地が子会社化。20年 6月には、オイシックス出身

の新宮歩氏が創業者である住友氏から社長を引き継いだ。 

新宮氏は「15年に高島（オイシックス社長の高島宏平氏）と徳島へ赴き、軽トラックに同乗させてもらった

時のことを鮮明に覚えている。高島と『この事業はすごい、ぜひ一緒にやりたいね』と即決した」と振り返

る。オイシックスの野菜宅配の顧客は 30代前後の子育て世代が中心で、手薄なシニア向けのビジネスを

求めていたこともあるが、それ以上に地域と共生し、長期的な関係性を築くビジネスモデルが秀逸だと感

じたからだという。 

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=3182


 

創業者の住友達也氏からバトンを受け継いだオイシックス出

身の新宮歩社長 

とくし丸が全国に広まったのは、自前でサービスを展開するの

ではなく、各地のスーパーから広く加盟を募ったからだ。とくし

丸は移動スーパーのノウハウを提供し、移動スーパーに搭載

する約 400品目 1200点の商品は各スーパーが供給する仕

組みだ。とくし丸を運営するスーパーは現在 140社超。20年

にはリウボウストア（那覇市）の加盟で 47都道府県を制覇し、イトーヨーカ堂のような全国チェーンも活用

を始めた。20年 7月の月間流通総額は 13億円を超えている。 

消費者も負担、「＋10円ルール」 

とくし丸が得るのは各スーパーからの手数料で、初期費用として軽トラック 1台につき 50万円、その後は

1 カ月当たり同 3万円。定額制なのは「創業者の住友氏が、コンビニエンスストア本部の在り方に疑問を

持っていたから」（新宮氏）という。コンビニの場合、加盟店が売り上げを伸ばしても、一定の割合が本部

のものになる。住友氏は、加盟店の努力をすべて還元することが、ビジネスの継続につながると考えたの

だ。 

さらに、実際に軽トラックで商品を売り歩くのはスーパーの従業員ではなく、ドライバーが個人事業主とし

て担当する。「移動スーパーというアイデア自体は昔からあるが、多くのスーパーが撤退してきた。スーパ

ーからはすべて自前で用意するのは難しいという声もあった。ドライバーが責任を持ち、自分の顧客とい

う意識で地域と関係性を作っていくのがマッチする」（新宮氏）。 

 

ドライバーがスーパーの商品をピックアップして販売し、収益をスーパーと配分する 

ドライバーは軽トラックの導入費用として約 350万円、そのほか燃料や保険代を負担する。収入は売り上

げの 17%。移動販売の場合、店舗の運営コストがかからないため、商品の粗利は 30%程度あるといい、ス

ーパーが 13%、ドライバーが 17%という配分で分け合うことになる。しかし、これではドライバーの収入とし

てはやや魅力が薄かった。コロナ禍で移動販売の利用が増えている今こそ平均日販は 10万円を超えて

いるが、当初は 6～7万円だった。ドライバーが得るのは 1日 1万円ほどに留まる。 



そこで数カ月のトライアルを経て「＋10円ルール」という独特の考え方が生まれた。店舗での販売価格よ

りも 1品につき 10円上乗せし、ドライバーとスーパーで 5円ずつ分け合うというものだ。店舗へ行かずに

買い物ができる分、消費者にも応分の負担をしてもらおうというわけだ。これでドライバーの収入は売り上

げの 18.5%程度になり、事業として継続しやすくなった。利用者の平均購入点数は 5～10点なので、1回

当たり 50～100円の負担。「当初は利用者から割高という反応もあったが、今では利便性を認めてもらっ

ている」と新宮氏は話す。 

「4000～5000台まで伸ばせる」 

こうして、とくし丸、地元のスーパー、ドライバー、そして買い物難民となっていた高齢者の「四方よしのビ

ジネスモデル」が出来上がった。しかしとくし丸の目配りはこれだけにとどまらない。「300 メートルルール」

という、もう 1つの原則が存在しているのだ。これは、既存の個人商店がある周辺 300 メートルには立ち

入らないというもの。とくし丸の創業の理念は買い物難民をなくすことであり、既存の商店の商圏を侵犯し

て閉店に追い込めば、結果的に地域の活力をそぐことになりかねない。 

また「利用者に無理に商品を売り過ぎないというのも、長期的な関係性を築くのに大切なこと」と新宮氏。

例えばこんなケースがあるという。味噌を買いたいという一人暮らしの高齢者がやってきたが、搭載して

いるのは容量の多い商品だけ。一人暮らしでは使い切れないと考えたドライバーは「今日は我慢して。次

に来るときに少ない容量の商品を積んでくるから」と対応したという。お菓子を買い込む顧客に対して、

「そんなに食べると身体に良くないよ」と声をかけることも。同じ地域を 1人のドライバーが担当しているか

らできる配慮だ。 

新宮氏は「まだ空白域は多い。全国で 4000～5000台まではニーズがあるのではないか」と話し、さらなる

事業拡大を目指す。とくし丸の主な利用者は買い物に出かけることが難しくなった 80代。ただ、高齢者の

中にはネット通販などを使いこなせる人も増えており、10年後を見据えるとデジタルとの融合も検討課題

になる。それでも「各地のスーパーやドライバーは強いアセットだ。誰か 1人が得するのではなく、収益を

バランスよく配分するビジネスモデルは変えずにいきたい」と新宮氏は決意している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事例５ 

移動スーパー地域に一役 楽に買い物、高齢者見守り 

日経新聞（徳島）：2020年 11月 22日 2:00  

 

過疎や小売業の撤退で生活必需品の購入が難しい「買い物弱者」への対応策として、車に商品を積んで

地域を回る「移動スーパー」が注目されている。食料品などを売るだけでなく、一人暮らしの高齢者の見

守りや特殊詐欺被害の防止、コミュニケーションの場など役割も広がりつつある。 

 

「店舗まで来られない方の元に出向き、商品を

選んでもらう。きめ細やかな対応もできる」。10

月 28日、食品スーパー、リウボウストア（那覇

市）の糸数剛一社長は、同市内で開かれた移動

スーパー事業の「出発式」で新事業の意義を強

調した。 

那覇市内の店舗から約 2キロメートル圏内に住

む顧客約 150人の自宅を、食料品や生活用品

など約 400品目を積んだ軽トラックが週に 2回

訪問する。商品はすべて店頭価格に 10円上乗

せして販売する。外出が難しい人や自宅が店か

ら遠い「買い物弱者」の利用を想定する。 

ノウハウを提供するのは移動スーパーのとくし丸（徳島市）。沖縄県での事業開始により、とくし丸は全都

道府県進出を果たした。同県内で買い物弱者が増えているのを受け、リウボウストアは移動スーパーの

導入店舗を拡大する方針だ。 

買い物弱者という地域の課題を解決する手段として、移動スーパーの存在感が高まっている。最近は運

営企業が自治体と連携し、高齢者の安否確認や犯罪防止など

に取り組む例も目立つ。 

全国で移動スーパー事業を展開するとくし丸は 8月、食品スー

パーのキョーエイ（徳島市）と組み、徳島県美馬市で移動スー

パーと高齢者の見守りを組み合わせたサービスを始めた。同

市が補助金を支出することで、過疎地での事業化が可能にな

った。 

美馬市の木屋平地区は 65歳以上の高齢者が住民の過半数

を占め、最寄りのスーパーまで車で約 1時間かかる。「買い物

の不便さを解消してほしい」という住民の要望を受け、市は移



動スーパーを運行する事業者の運営費などを助成することを決定。市内に店舗を持つキョーエイが移動

スーパーの運行を始めた。 

移動スーパーは高齢者の見守りも兼ねる。熱中症や新型コロナウイルス感染予防対策などが中心だ。高

齢の顧客に認知症の傾向があると感じた場合は家族に情報を提供する。とくし丸の新宮歩社長は「これ

まで収益化を見込めず、運行をあきらめざるを得なかった地域があった。木屋平地区での官民連携は一

つの指標になる」と話す。同社は今後、こうした官民連携事業を全国の過疎地に広げる計画だ。 

関東地方で食品スーパーを展開するベルクは 8月、群馬県警太田署と高齢者の交通事故や特殊詐欺被

害の防止に向けた協定を結んだ。同県太田市にある「太田植木野店」の移動スーパーが啓発チラシなど

を配布。高齢者らに注意を促している。 

同店は 2018年に移動スーパーを開始。店から 5キロ圏内の高齢者宅や高齢者施設を販売車が週に 1

～2回訪問しており、顔なじみの常連客も多い。訪問先で高齢の顧客から「自宅に不審な電話がかかっ

てきた」といった話を聞いた場合は、太田署に報告することにしている。同社の担当者は「住民と接点が

あるので異常を察知できる」と話す。 

地方の小売業にとって、移動スーパーは新たな顧客や需要をつかむ試みでもある。富山・石川両県を地

盤とする食品スーパー、アルビスは移動スーパー事業を 9月に開始する予定だったが、新型コロナの感

染拡大による外出自粛が広がったため、6月に前倒しした。 

石川県能登地域など、過疎化が進む地域を中心に販売車を走らせている。利用客は来店が難しい高齢

者が多い。同社は移動スーパーの効果について「『こんな商品があったらいい』という声がじかに聞ける。

店舗の品ぞろえのヒントにもなる」と話す。 

移動スーパーへの期待が高まる一方で、課題となるのは事業の採算性だ。買い物弱者問題に詳しい茨

城キリスト教大学の岩間信之教授（都市地理学）は「移動スーパーは地域社会から孤立しがちな人を支

えるインフラとして存在価値が高まっている。ただ、過疎地域では消費者が少ないため、移動スーパーの

事業維持は極めて困難だ。営利型では限界があり、自治体などが積極的に支援していく必要があるだろ

う」と指摘している。 

 

■「買い物弱者」全国に 

健康状態や近くに店がないなどの理由

で、日常の買い物に不自由を感じる「買い

物弱者」は、全国で問題となっている。特

に地方では人口減少と高齢化、小売店の

廃業や撤退などで日々の買い物に困る人

が多く、国や自治体は対策を迫られてい

る。 

農林水産省が今年 3月に公表した「『食料品アクセス問題』に関する全国市町村アンケート調査」による

と、買い物弱者対策を必要とする市町村の割合は 2019年度時点で全体の 85%に上り、16年度から 4年



連続で前年度を上回っている。一方、対策を必要とする市町村のうち実際に対策が実施されているのは

68.6%で残る 3割は対策が実施されていない。 

買い物に支障が出ている理由（複数回答）としては「住民の高齢化」が最も多く、「地元小売業の廃業」「中

心市街地・既存商店街の衰退」「単身世帯の増加」などが続いた。都市の規模別でみると、小都市では

「公共交通機関の廃止などのアクセス条件の低下」を挙げる市町村の割合が高く、大都市では「助け合い

など地域の支援機能の低下」の割合が多かった。 

市町村による対策（複数回答）では「コミュニティーバス、乗り合いタクシーの運行支援」が最も多い。地域

別では過疎地での実施が先行しているが、近年は都市部でも導入する動きが加速している。移動スーパ

ーなど「移動販売車の導入・運営に対する支援」は 23.3%にとどまるが、ここ数年は増加傾向にある。 

 


